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第10回第三者委員会の主な意見と対応方針

第10回第三者委
員会における議題

意見 委員名 対応方針

リーダーの立場について、「元公務員」を一括りにしていると実際の姿が見え
にくくなるので、自治会の役員や土地改良区の関係者等、他の立場との重複
が見えるような形で集計したほうがよい。

鷲谷委員
元公務員、民間企業の管理職経験者と他の立場との重複関係を整理し、分析する。
【資料１ p.１】

女性のリーダーというのは難しいので、対象組織の役員の中にどのくらい女性
がいるかという調査を行った方が有益なデータを得られるのではないか。

中嶋座長
対象組織役員の中の女性割合について、今年度活動実態調査を行った対象組織を
対象に、追加で聞き取り調査を行い、その調査結果を集計し分析する。
【資料１ p.２】

活動組織の自己
評価と市町村評価
の結果

フォローアップ調査で対象とした30組織に規模的な特徴はあるか。例えば、か
なりの面積のあるところでもステップゼロになっているところはあるか。
対応する市町村の規模についても確認したい。

中嶋座長
当該組織の規模及び市町村の規模を確認して報告する。
【資料１ p.３】

大きな規模の対象組織とそうでないところで、何か傾向に違いが出てくるかも
しれない。規模別に違いがあるかクロス分析してほしい。

星野委員
対象組織の規模別に、農地維持支払、資源向上支払（共同）等の実施状況を整理し
分析を行う。
【資料１ p.４～11】

役に立った取組、負担を感じている取組、やめたい取組について、項目間を比
較できるような統合スコアでまとめると良いのではないか。

鷲谷委員
役に立った取組、負担を感じている取組、やめたい取組について、項目間を比較で
きるような統合スコアで整理する。
【資料３ p.29、31、33、35、38】

多面的機能支払
交付金における施
策評価の進め方

市町村への意向調査の中に、以下３点を入れてほしい。
①対象組織に対して、人材バンク等（例：シルバー人材センター、草刈り隊等）
の紹介や連携を行うよう働きかけているか、
②本交付金の活動が、農業以外の側面（例：観光産業等）でどのように活きて
いるか、
③市町村が担う指導・助言の役割の中において、本交付金の活動事例集をど
のように役立てているか。

河野委員
対象組織がある市町村の担当者に対して９月末までに行った聞き取り調査結果を
集計し、市町村の意向等について分析する。
【資料１ p.12】

第９回第三者委員
会の意見と対応方
針

施策評価に関する
調査結果



第10回第三者委員会の主な意見と対応方針

第10回第三者委
員会における議題

意見 委員名 対応方針

多面的機能支払の評価をするときに、産業政策との関連の中で、この施策が
どういう意味を持っているのか、第三者委員会で議論する必要がある。県・市
町村レベルの他の分野の施策担当者がどう見ているか、情報を集め、議論の
素材にできれば、施策評価の一つの視点が得られる。
多面的機能支払を活用している方々が、産業政策の部分と、地域政策の部分
のどちらに期待しているか、そういった調査項目を入れてほしい。

水谷委員
産業政策と地域政策のどちらに期待しているかについて、対象組織がある市町村の
担当者に対して９月末までに行った聞き取り調査結果を集計し分析する。
【資料１ p.13】

事務手続に係る調査で、ICTをどのくらい利用しているか調べてほしい。 中嶋座長
事務手続きにおけるICTの利用状況について、対象組織に対して９月末までに行っ
た聞き取り調査結果を集計し分析する。
【資料３ p.27】

①地域で共同作業を行うことを原則としているところだが、長寿命化等では、
交付金を使って作業を外注していることが今回の調査でよく現れてきた。この
辺を一定程度整理が必要。
②対象面積に応じて交付金を支給することは、ルールとしては妥当だと思う
が、広い面積のところでは１億円を超える交付金で外注が可能な一方、中山
間地でもともと面積を確保できないところでは十数万円の補助しかなく、労力
を無償提供してみんなでやらざるを得ない。このあたりについて、今後に向け
て精査していただきたい。

河野委員
資源向上支払（長寿命化）に取り組んでいる対象組織の対象農用地面積の規模別
に、外部委託状況を調査し、整理する。
【資料１ p.14】

（多面的機能の増進を図る活動について）取組数が１つのところも６つ以上の
ところも、対象農用地面積が同じであれば同じ交付額が出ることになってい
る。面積に加え、取組数に応じて、さらに交付金額にメリハリを付けるような発
想はあり得るか。

山崎委員
取組数に応じて効果が増えることが確認されているので、取組数を増加させる仕組
みについて引き続き検討を進める。
【資料１ p.15】

（多面的機能の増進を図る活動について）取組数の多い対象組織はどういう
性格があるのか、逆に取組数の少ない対象組織は何か障害になっているもの
があるか調べておけば、制度設計に役立つのではないか。

中嶋座長
多面的機能の増進を図る活動の取組数が多い対象組織と少ない対象組織につい
て、非農業者の参加状況や認定農用地の面積規模等から相関関係を整理する。
【資料１ p.15】

多面的機能支払
交付金における施
策評価の進め方

施策評価に関する
調査結果
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◯ 無作為に抽出した対象組織249組織を対象に、リーダーの立場等について聞き取り調査を実施。

○ リーダーの立場として、元公務員と回答した者のうち、約４割は元公務員以外の立場も担っており、重複した立場として

多かったのは、農協・土地改良区の関係者（39％）、自治会の役員（36％）であった。

○ また、民間企業の管理職経験者と回答した者のうち、６割以上は民間企業の管理職経験者以外の立場も担っており、重複

した立場として最も多かったのは、自治会の役員（45％）であった。

１

１ 対象組織のリーダーについて

資料：平成30年度活動実態調査より作成

元公務員との重複関係 民間企業の管理職経験者との重複関係
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重複した立場
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２ 対象組織における女性役員の割合について

○ リーダーの立場等について聞き取り調査を行った対象組織249組織に対し、対象組織内の女性役員の人数について聞いたとこ

ろ、女性役員の人数は０人と回答した対象組織が約８割を占め、女性役員がいる対象組織は約２割であった。

○ 農業地域類型別に、女性役員がいる対象組織の割合を整理すると、平地農業地域や中間農業地域では女性役員が４人以上い

る対象組織があるものの、都市的地域や山間農業地域では対象組織内に女性役員がいても１人又は２人となっている。

女性役員がいる対象組織の割合 農業地域類型別に見た女性役員がいる対象組織の割合

資料：平成30年度活動実態調査より作成

調査対象：249組織

平地農業地域
（平均役員数：１４人）

中間農業地域
（平均役員数：１３人）

山間農業地域
（平均役員数：１１人）

都市的地域
（平均役員数：１１人）
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３ 自己評価のフォローアップ調査の対象となった対象組織の特徴について

○ 平成29年度の対象組織の自己評価において、「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」の取組状況についてStep0 の段

階と評価し、かつ、市町村評価において「指導又は助言が必要」「計画の見直しが必要」の評価を受けた組織は全国で30組織。

○ 30組織の内訳については、認定農用地面積が20ha未満、構成員数が25人以下の対象組織が約半数であった。また、この対象組

織を指導する市町村については、人口５万人未満の規模の市町村が約７割を占めた。

フォローアップ調査を実施した対象組織の規模

調査を実施した対象組織のある市町村の規模
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３資料：平成29年度対象組織自己評価結果より作成
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n= 250

平成28年度に2年目評価を行った活動組織における
地域資源の適切な保全管理のための推進活動の取組状況の自己評価

フォローアップ調査の対象組織

平成28年度の2年目評価において
自己評価がStep0であった活動組織に対する市町村評価
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

【1】【農用地】遊休農地の発生状況…

【2】【水路（開水路・パイプライン）】施…

【3】【農道】施設の点検

【4】【ため池（管理道路含む）】施設…

【5】年度活動計画の策定

【6】遊休農地発生防止のための保…

【7】畦畔・農用地法面等の草刈り

【8】防風林の枝払い・下草の草刈り

【9】鳥獣害防護柵の適正管理

【10】防風ネットの適正管理

【11】異常気象後の見回り

【12】異常気象後の応急措置

取組組織の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【13】水路の草刈り

【14】ポンプ場、調整施設等の草刈り

【15】水路の泥上げ

【16】ポンプ給水槽等の泥上げ

【17】かんがい期前の注油

【18】ゲート類の保守管理

【19】遮光施設の適正管理

【20】異常気象後の見回り

【21】異常気象後の応急措置

実施する対象組織の割合

20ha以下 20～50ha以下 50～100ha以下 100～200ha以下 200ha～認定農用地面積：

◯ 農地維持支払の実施状況について、対象組織の規模（認定農用地面積）別に集計を行った。
○ 「点検・計画策定」及び「実践活動」（農用地、水路）の実施状況では、一部の取組で認定農用地面積が20ha以下の

対象組織の割合が低いが、規模による明確な差はみられない。
○ 「鳥獣害防護柵の適正管理」の実施状況については、認定農用地面積が20～50haの対象組織の割合が最も高く、それ

以上の規模の対象組織では、規模が大きくなるほど割合が低くなっている。

調査対象：251組織

（１）農地維持支払（１／２）

４

４ 対象組織の規模別の実施状況について

農地維持支払に取り組む対象組織の規模別の実施状況

資料：平成30年度活動実態調査より作成

取組

【1】【農用地】遊休農地の発生状況の把握

【2】【水路（開水路・パイプライン）】施設の点検

【3】【農道】施設の点検

【4】【ため池（管理道路含む）】施設の点検

【5】年度活動計画の策定

遊休農用地発生防止
のための保全管理

【6】遊休農地発生防止のための保全管理

【7】畦畔・農用地法面等の草刈り

【8】防風林の枝払い・下草の草刈り

【9】鳥獣害防護柵の適正管理

【10】防風ネットの適正管理

【11】異常気象後の見回り

【12】異常気象後の応急措置

活動項目

畦畔・農用地法面・防
風林等の草刈り

点
検
・
計
画
策
定

点検

実
践
活
動

年度活動計画の策定

【
農
用
地

】
施設の適正管理

異常気象時の対応

取組
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【14】ポンプ場、調整施設等の草刈り

【15】水路の泥上げ

【16】ポンプ吸水槽等の泥上げ

【17】かんがい期前の注油

【18】ゲート類等の保守管理

【19】遮光施設の適正管理

【20】異常気象後の見回り

【21】異常気象後の応急措置
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○ 「路面の維持（農道）」の実施状況については、規模が大きい対象組織ほど割合が高くなっている。
○ 「研修」（活動に関する事務や組織の運営に関する研修）の実施状況は、規模が大きい対象組織ほど割合が高くなる

傾向がみられる。
○ 「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」では、「農業者による検討会の開催」及び「地域住民等との意見交

換・ワークショップ・交流会の開催」の実施状況において、規模が小さい対象組織ほど割合が高くなっている。
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【22】路肩・法面の草刈り
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【27】ため池の草刈り
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応

【
農
道

】

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【35】活動に関する事務（書類作成、申

請手続き等）や組織の運営に関する…

【36】農業者（入り作農家、土地持ち非

農家を含む）による検討会の開催

【37】農業者に対する意向調査、農業

者による現地調査

【38】不在村地主との連絡体制の整

備、調整、それに必要な調査

【39】地域住民等（集落外の住民・組織

等も含む）との意見交換・ワーク…

【40】地域住民等に対する意向調査、

地域住民等との集落内調査

【41】有識者等による研修会、有識者を

交えた検討会の開催

実施する対象組織の割合

取組

事務・組織運営等
の研修

【35】活動に関する事務（書類作成、
申請手続き等）や組織の運営に関す
る研修

【36】農業者（入り作農家、土地持ち
非農家を含む）による検討会の開催

【37】農業者に対する意向調査、農
業者による現地調査

【38】不在村地主との連絡体制の整
備、調整、それに必要な調査

【39】地域住民等（集落外の住民・組
織等も含む）との意見交換・ワーク
ショップ・交流会の開催

【40】地域住民等に対する意向調
査、地域住民等との集落内調査

【41】有識者等による研修会、有識者
を交えた検討会の開催

活動項目

地域資源の適切な保全管
理のための推進活動

研修

（１）農地維持支払（２／２）

５

農地維持支払に取り組む対象組織の規模別の実施状況

調査対象：251組織

資料：平成30年度活動実態調査より作成

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する対象組織の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する対象組織の割合

20ha以下 20～50ha以下 50～100ha以下 100～200ha以下 200ha～認定農用地面積：

異常気象後の見回り



0% 20% 40% 60% 80% 100%

【97】畦畔の再構築

【98】農用地法面の初期補修

【99】暗渠施設の清掃

【100】農用地等の除礫

【101】鳥獣害防護柵の補修・設置

【102】防風ネットの補修・設置

【103】きめ細やかな雑草対策

実施する対象組織の割合

取組

【97】畦畔の再構築

【98】農用地法面の初期補修

【99】暗渠施設の清掃

【100】農用地等の除れき

【101】鳥獣害防護柵の補修・設置

【102】防風ネットの補修・設置

【103】きめ細やかな雑草対策

活動項目

実
践
活
動

農
用
地

畦畔・農
用地法面
等

施設

○ 「機能診断」及び「年度別活動計画の策定」の実施状況では、対象組織の規模による違いが取組ごとにみられるものの、

明確な傾向はみられない。

○ 農用地の「鳥獣害防護柵の補修・設置」の実施状況については、認定農用地面積が20～50haの対象組織の割合が最も

高く、また「きめ細やかな雑草対策」の実施状況については、規模が大きい対象組織ほど取り組んでいる割合が高い傾

向がみられるが、他の取組に関しては明確な傾向がみられない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【88】施設の機能診断

【89】診断結果の記録管理

【90】施設の機能診断

【91】診断結果の記録管理

【92】施設の機能診断

【93】診断結果の記録管理

【94】施設の機能診断

【95】診断結果の記録管理

【96】年度活動計画の策定

実施する対象組織の割合

取組

【88】施設の機能診断

【89】診断結果の記録管理

【90】施設の機能診断

【91】診断結果の記録管理

【92】施設の機能診断

【93】診断結果の記録管理

【94】施設の機能診断

【95】診断結果の記録管理

【96】年度活動計画の策定
年度活動計画
の策定

活動項目

機
能
診
断

農用地

水路

農道

ため池

（２）資源向上支払(共同)のうち施設の軽微な補修（１／２）

６

施設の軽微な補修に取り組む対象組織の規模別の実施状況

調査対象：251組織

資料：平成30年度活動実態調査より作成

実施する対象組織の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する対象組織の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20ha以下 20～50ha以下 50～100ha以下 100～200ha以下 200ha～認定農用地面積：



0% 20% 40% 60% 80% 100%

【120】路肩、法面の初期補修

【121】軌道等の運搬施設の維持補修

【122】破損施設の補修

【123】きめ細やかな雑草対策

【124】側溝の目地詰め

【125】側溝の不同沈下への早期対応

【126】側溝の裏込材の充填

【127】破損施設の補修

【128】遮水シートの補修

【129】コンクリート構造物の目地詰め

【130】コンクリート構造物の表面劣…

【131】堤体浸食の早期補修

【132】破損施設の早期補修

【133】きめ細やかな雑草対策

【134】破損施設の補修

【135】遮光施設の補修等

実施する対象組織の割合

取組

【120】路肩、法面の初期補修

【121】軌道等の運搬施設の維持補修

【122】破損施設の補修

【123】きめ細やかな雑草対策

【124】側溝の目地詰め

【125】側溝の不同沈下への早期対応

【126】側溝の裏込材の充填

【127】破損施設の補修

【128】遮水シートの補修

【129】コンクリート構造物の目地詰め

【130】コンクリート構造物の表面劣化への対応

【131】堤体浸食の早期補修

【132】破損施設の補修

【133】きめ細やかな雑草対策

【134】破損施設の補修

【135】遮光施設の補修等

活動項目

実
践
活
動

農
道

農道

附帯施設

た
め
池

堤体

附帯施設

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【104】水路側壁のはらみ修正

【105】目地詰め

【106】表面劣化に対するコーティ…

【107】不同沈下に対する早期対応

【108】側壁の裏込材の充填、水路…

【109】水路に付着した藻等の除去

【110】水路法面の初期補修

【111】破損施設の補修

【112】きめ細やかな雑草対策

【113】パイプラインの破損施設の…

【114】パイプ内の清掃

【115】給水栓ボックス基礎部の補強

【116】破損施設の補修

【117】給水栓に対する凍結防止…

【118】空気弁等への腐植防止剤…

【119】遮光施設の補修等

実施する対象組織の割合

取組

【104】水路側壁のはらみ修正

【105】目地詰め

【106】表面劣化に対するコーティング等

【107】不同沈下に対する早期対応

【108】側壁の裏込材の充填、水路耕畔の補修

【109】水路に付着した藻等の除去

【110】水路法面の初期補修

【111】破損施設の補修

【112】きめ細やかな雑草対策

【113】パイプラインの破損施設の補修

【114】パイプ内の清掃

【115】給水栓ボックス基礎部の補強

【116】破損施設の補修

【117】給水栓に対する凍結防止対策

【118】空気弁等への腐植防止剤の塗布等

【119】遮光施設の補修等

活動項目

実
践
活
動

水路

附帯施設

水
路

○ 水路の実践活動の実施状況においては、「水路法面の初期補修」「破損施設の補修（水路、附帯施設）」「きめ細

やかな雑草対策」等において、規模の大きな対象組織ほど割合が高くなっている。

○ 農道の実践活動の実施状況においては、「路肩、法面の初期補修」「きめ細やかな雑草対策」等において、規模の

大きな対象組織ほど割合が高くなっている。

○ ため池の実践活動の実施状況においては、対象組織の規模による明確な傾向はみられない。

（２）資源向上支払(共同)のうち施設の軽微な補修（２／２）

７

施設の軽微な補修に取り組む対象組織の規模別の実施状況

調査対象：251組織
資料：平成30年度活動実態調査より作成

実施する対象組織の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する対象組織の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20ha以下 20～50ha以下 50～100ha以下 100～200ha以下 200ha～認定農用地面積：



◯ 「計画策定」の実施状況では、対象組織の規模による明確な傾向はみられない。

○ 「啓発・普及」では、「学校教育等との連携」や「行政機関との連携」の実施状況において、200ha以上の規模の対

象組織の割合が高くなっている。

○ 「実践活動」（生態系保全、水質保全）の実施状況では、対象組織の規模による違いが取組ごとにみられるものの、

明確な傾向はみられない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【42】生物多様性保全計画の策定

【43】水質保全計画の策定

【44】農地の保全に係る計画の…

【45】景観形成・生活環境保全…

【46】水田貯留機能増進に係る…

【47】地下水かん養に係る地域…

【48】資源循環に係る地域計画…

【49】広報活動

【50】啓発活動

【51】地域住民等との交流活動

【52】学校教育等との連携

【53】行政機関等との連携

【54】地域内の規制等の取り決め

実施する対象組織の割合

取組

生態系保全 【42】生物多様性保全計画の策定

【43】水質保全計画の策定

【44】農地の保全に係る計画の策定

景観形成・生
活環境保全

【45】景観形成・生活環境保全計画の策定

【46】水田貯留機能増進に係る地域計画の策定

【47】地下水かん養に係る地域計画の策定

資源循環 【48】資源循環に係る地域計画の策定

【49】広報活動

【50】啓発活動

【51】地域住民等との交流活動

【52】学校教育等との連携

【53】行政機関等との連携

【54】地域内の規制等の取り決め

啓
発
・
普
及

共通

活動項目

水田貯留機
能増進・地下
水かん養

計
画
策
定

水質保全

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【55】生物の生息状況の把握

【56】生物多様性保全に配慮した施…

【57】水田を活用した生息環境の提供

【58】生物の生活史を考慮した適正…

【59】放流・植栽を通じた在来生物…

【60】外来種の駆除

【61】希少種の監視

【62】水質保全を考慮した施設の適…

【63】水田からの排水（濁水）管理

【64】循環かんがいの実施

【65】非かんがい期における通水

【66】水質モニタリングの実施・記録…

【67】排水路沿いの林地帯等の適…

【68】沈砂池の適正管理

【69】土壌流出防止のためのグリー…

【70】管理作業の省力化による水資…

実施する対象組織の割合

取組

【55】生物の生息状況の把握

【56】生物多様性保全に配慮した施設の適正管理

【57】水田を活用した生息環境の提供

【58】生物の生活史を考慮した適正管理

【59】放流・植栽を通じた在来生物の育成

【60】外来種の駆除

【61】希少種の監視

【62】水質保全を考慮した施設の適正管理

【63】水田からの排水（濁水）管理

【64】循環かんがいの実施

【65】非かんがい期における通水

【66】水質モニタリングの実施・記録管理

【67】排水路沿いの林地帯等の適正管理

【68】沈砂池の適正管理

【69】土壌流出防止のためのグリーンベルト等の適正管理

【70】管理作業の省力化による水資源の保全

実
践
活
動

生態系保全

水質保全

活動項目

（３）資源向上支払(共同)のうち農村環境保全活動（１／２）

８

農村環境保全活動に取り組む対象組織の規模別の実施状況

調査対象：251組織

資料：平成30年度活動実態調査より作成

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する対象組織の割合 実施する対象組織の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20ha以下 20～50ha以下 50～100ha以下 100～200ha以下 200ha～認定農用地面積：



○ 「実践活動」のうち、「施設等の定期的な巡回点検・清掃」の実施状況は、規模が大きい対象組織ほど割合が高く

なっており、「景観形成のための施設への植栽等」の実施状況については、100～200haの対象組織が最も割合が高く

なっている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【71】農業用水の地域用水としての

利用・管理

【72】景観形成のための施設への植

栽等

【73】農用地等を活用した景観形成

活動

【74】伝統的施設や農法の保全・実

施

【75】農用地からの風塵の防止活動

【76】施設等の定期的な巡回点検・

清掃

【77】水田の貯留機能向上活動

【78】水田の地下水かん養機能向上

活動

【79】水源かん養林の保全

【80】地域資源の活用・資源循環の

ための活動

実施する対象組織の割合

取組

【71】農業用水の地域用水としての利用・管理

【72】景観形成のための施設への植栽等

【73】農用地等を活用した景観形成活動

【74】伝統的施設や農法の保全・実施

【75】農用地からの風塵の防止活動

【76】施設等の定期的な巡回点検・清掃

【77】水田の貯留機能向上活動

【78】水田の地下水かん養機能向上活動

【79】水源かん養林の保全

資源循環 【80】地域資源の活用・資源循環のための活動

水田貯留機
能増進・地
下水かん養

実
践
活
動

景観形成・
生活環境保
全

活動項目

（３）資源向上支払(共同)のうち農村環境保全活動（２／２）

９

農村環境保全活動に取り組む対象組織の規模別の実施状況

調査対象：251組織
資料：平成30年度活動実態調査より作成

実施する対象組織の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20ha以下 20～50ha以下 50～100ha以下 100～200ha以下 200ha～認定農用地面積：



○ 「多面的機能の増進を図る活動」では、「地域住民による直営施工」や「防災・減災力の強化」の実施状況において

200ha以上の対象組織の割合が高く、「農地周りの共同活動の強化」の実施状況において20～50haの対象組織の割合が

高くなっている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

【81】遊休農地の有効活用

【82】農地周りの共同活動の強化

【83】地域住民による直営施工

【84】防災・減災力の強化

【85】農村環境保全活動の幅広い展

開

【86】医療・福祉との連携

【87】農村文化の伝承を通じた農村コ

ミュニティの強化

実施する対象組織の割合

取組

【81】遊休農地の有効活用

【82】農地周りの共同活動の強化

【83】地域住民による直営施工

【84】防災・減災力の強化

【85】農村環境保全活動の幅広い
展開

【86】医療・福祉との連携

【87】農村文化の伝承を通じた農村
コミュニティの強化

多面的機能の
増進を図る活
動

活動項目

（４）資源向上支払(共同)のうち多面的機能の増進を図る活動

10

多面的機能の増進を図る活動に取り組む対象組織の規模別の実施状況

調査対象：251組織

資料：平成30年度活動実態調査より作成

実施する対象組織の割合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

20ha以下 20～50ha以下 50～100ha以下 100～200ha以下 200ha～認定農用地面積：



0% 20% 40% 60% 80%

【12】農道路肩、農道法面の補修

【13】舗装の打換え（一部）

【14】農道側溝の補修

【15】未舗装農道を舗装（砂利、コンク…

【16】側溝蓋の設置

【17】土側溝をコンクリート側溝に更新

【18】洗掘箇所の補修

【19】漏水箇所の補修

【20】取水施設の補修

【21】洪水吐の補修

【22】安全施設の補修

【23】ゲート、バルブの更新

【24】安全施設の設置

実施する対象組織の割合

取組

【147】農道路肩、農道法面の補修

【148】舗装の打換え（一部）

附帯施設 【149】農道側溝の補修

農道本体
【150】未舗装農道を舗装（砂利、コ
ンクリート、アスファルト）

【151】側溝蓋の設置

【152】土側溝をコンクリート側溝に更新

【153】洗掘箇所の補修

【154】漏水箇所の補修

【155】取水施設の補修

【156】洪水吐の補修

【157】安全施設の補修

【158】ゲート、バルブの更新

【159】安全施設の設置

た
め
池

補
修

ため池本体

附帯施設

更
新
等

附帯施設

農
道

補
修

農道本体

更
新
等 附帯施設

活動項目
0% 20% 40% 60% 80%

【1】水路の破損部分の補修

【2】水路の老朽化部分の補修

【3】水路側壁の嵩上げ

【4】U字フリューム等既設水路の再敷設

【5】集水枡、分水枡の補修

【6】ゲート、ポンプの補修

【7】安全施設の補修

【8】素掘り水路からコンクリート水路への…

【9】水路の更新（一路線全体）

【10】ゲート、ポンプの更新

【11】安全施設の設置

実施する対象組織の割合

取組

【136】水路の破損部分の補修

【137】水路の老朽化部分の補修

【138】水路側壁の嵩上げ

【139】U字フリューム等既設水路の再敷設

【140】集水枡、分水枡の補修

【141】ゲート、ポンプの補修

【142】安全施設の補修

【143】素掘り水路からコンクリート水路への更新

【144】水路の更新（一路線全体）

【145】ゲート、ポンプの更新

【146】安全施設の設置

活動項目

附帯施設

更
新
等

水路本体

附帯施設

水
路

（
開
水
路

）
（
パ
イ
プ
ラ
イ
ン

）

補
修

水路本体

○ 水路に関する取組では、「素掘り水路からコンクリート水路への更新」「水路の更新（一路線全体）」「ゲート、

ポンプの更新」等の実施状況において、200ha以上の規模の対象組織の割合が特に高くなっている。

○ 農道に関する取組では、「未舗装農道を舗装」の実施状況において、規模の大きい対象組織ほど割合が高くなる傾

向がみられるが、他の取組では対象組織の規模による明確な傾向はみられない。

（５）資源向上支払（長寿命化）

11

資源向上支払（長寿命化）に取り組む対象組織の規模別の実施状況

調査対象：89組織

資料：平成30年度活動実態調査より作成

0% 20% 40% 60% 80%

実施する対象組織の割合

0% 20% 40% 60% 80%

実施する対象組織の割合

20ha以下 20～50ha以下 50～100ha以下 100～200ha以下 200ha～認定農用地面積：



人材バンク等の紹介

をしており、活動組織

で活用されている
4%

人材バンク等の

紹介はしている

が、活動組織で

の活用までは

至っていない

5%

人材バンク等の

紹介はしていない
83%

人材バンク等が

近隣に存在しない

8%

n=340

38%

26%

2%

34%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

活動事例集は各対象組織に配布・回覧している

研修会等で、対象組織の代表者等に対し活動事例

の紹介を行っている

活動事例集を市町村のHP等に掲載し、対象組織

が閲覧できるようにしている

活動事例集の周知は行っていない

○ 対象組織に対する人材バンク等の紹介や働きかけの状況は、「人材バンク等の紹介はしていない」が約８割を占め、人材バ

ンクの紹介や活用が行われている市町村は少ない。

○ 本交付金の事例集の活用状況については、「各対象組織に配布・回覧」している」が38％、「研修会等で、対象組織の代表

者等に対し活動事例の紹介を行っている」が26％あるが、「活動事例集の周知は行っていない」も34％あった。

○ 市町村から見た農業以外の側面での本交付金による効果については、回答のあった市町村の38％が「景観の向上」、33％が

「地域コミュニティの強化」に効果があったと回答している。農業以外の側面で効果があった具体的な例としては、「通学路

近辺の水路法面に防草シートを設置することで雑草の繁茂が抑えられ、児童が安心して通学できる箇所が増えた」などがあっ

た。

38%

33%

20%

18%

6%

5%

4%

3%

3%

2%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

景観の向上

地域コミュニティの強化（住民と農家の交流の増加）

特になし

観光客・来訪者の増加（交流促進）

生態系保全や景観保全に対する住民意識の変化

生態系の保全

教育面の効果（学校等との連携強化）

防災・減災力の向上

地域農業への理解の深まり

農村文化の醸成

生活環境の向上

その他（地域の活性化、イメージアップ等） n=238

５ 市町村の取組と市町村から見た農業以外の側面での効果について

18%

6%

5%

4%

3%

3%

2%

2%

2%

観光客・来訪者の増加（交流促進）

生態系保全や景観保全に対する住民意識の変化

生態系の保全

教育面の効果（学校等との連携強化）

防災・減災力の向上

地域農業への理解の深まり

農村文化の醸成

生活環境の向上

その他（地域の活性化、イメージアップ等） n=238

20%特になし

市町村による人材バンク等の紹介や連携の働きかけ

市町村における対象組織への事例集の周知方法

市町村から見た農業以外の側面での効果

農業以外の側面で効果があった具体的な例

調査対象：340市町村

調査対象：340市町村

調査対象：340市町村（複数回答）

資料：平成30年度活動実態調査より作成 12

○ 通学路近辺の水路法面に防草シートを設置することで、雑草
の繁茂が抑えられ、児童が安心して通学できる箇所が増えた。

○ ワインづくりで地域おこしを目指す起業者が増え、ブドウ畑の
隣接地にワイナリーを開設し観光客の増加に繋がった。



産業政策としての

効果に大きな期待

5%

どちらかというと

産業政策として

の効果に期待

36%
どちらかというと

地域政策として

の効果に期待

49%

地域政策としての

効果に大きな期待

10%

n=340

産業政策の

効果が大きい
41%地域政策の

効果が大きい
59%

○ 市町村の担当者に対し、本交付金の活動について、基礎的な保全活動を地域共同で行うことによる担い手への農地集積の後

押し等の産業政策としての効果と、農村環境保全活動等により農村景観の向上や生態系の回復といった地域政策としての効果

のどちらにより大きな期待を持っているかを調査したところ、地域政策としての効果に期待している市町村が約６割、産業政

策としての効果に期待している市町村が約４割であった。

○ 一方、本交付金の活動により対象組織が実感している効果について聞き取ったところ、地域政策の効果が大きいと回答した

対象組織の割合が59％、産業政策の効果が大きいと回答した対象組織の割合が41％であった。

13

６ 多面的機能支払の活動により市町村が期待する効果（産業施策、地域施策）

調査対象 ：340市町村

本交付金の活動により市町村が期待する効果 本交付金の活動により対象組織が実感している効果

調査対象 ：147組織

資料：平成30年度活動実態調査より作成



○ 全国から資源向上支払（長寿命化）に取り組む256組織（約２％）を抽出し、平成29年度に行った活動１件ごとの外部委託費

を調査。

○ 対象組織の資源向上支払（長寿命化）に係る対象農用地面積の規模別に外部委託費の規模を整理したところ、対象農用地面積

が50ha未満の対象組織では、外部委託した活動の97％が１件当たり200万円未満であった。

○ 一方、対象農用地面積が100ha以上の対象組織では、１件当たり500万円以上の外部委託も行われている。

７ 資源向上支払（長寿命化）における対象組織の規模別外部委託状況について

14

資源向上支払（長寿命化）の対象農用地面積の規模別にみた外部委託状況

資料：平成30年度活動実態調査より作成

38%

39%

35%

30%

26%

25%

11%

16%

18%

22%

34%

31%

20%

26%

33%

3%

19%

27%

19%

11%

0%

0%

2%

7%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50ha未満
(122)

50～100ha
(126)

100～200ha
(94)

200～500ha
(130)

500ha以上
(108)

50万円未満 50～100万円 100～200万円 200～500万円 500万円以上

資
源
向
上
支
払
（長
寿
命
化
）対
象
農
用
地
面
積

(n=122)

(n=126)

(n=94)

(n=130)

(n=108)



○ 認定農用地面積の大きな広域活動組織になるほど、多面的機能の増進を図る活動の平均取組数が増加している。
○ 対象組織による自己評価を行った結果、構成員の非農業者割合が増えるにつれて、多面的機能の増進を図る活動の取組数も増

加し、また、多面的機能の増進を図る活動の取組数が増えるにつれて、発現する効果も増加している。

８ 多面的機能の増進を図る活動の取組数からみた対象組織の特徴について

15

構成員の非農業者割合に対する増進活動の取組数

0

1

2

3

4

5

15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

増
進

活
動

の
取

組
項

目
数

構成員の非農業者割合

※発現すべき効果14項目のうち、発現した効果の割合

30

35

40

45

50

55

60

65

1 2 3 4 5 6<

効
果

の
発

現
割

合
（
％

）

取組項目数

多面的機能の増進を図る活動の取組数と効果の発現状況

資料：平成29年度対象組織自己評価結果より作成
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資料：平成29年度実施状況報告書より作成

６以上

増
進
活
動
の
取
組
数

取組数

資料：平成29年度対象組織自己評価結果より作成
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